
令和３年度予算のポイント

加古川市企画部



令和３年度当初予算の概要

①一般会計 ９２３億４，０００万円 （対前年△ ８，０００万円、△０．１％）

②特別会計（１０会計） ５６７億５，０２７万４千円 （対前年＋２８億９，６７３万円、＋５．４％）

③企業会計（２会計） ２４０億 ４４４万２千円 （対前年△ ３億１，６６９万８千円、△１．３％）

計 １，７３０億９，４７１万６千円 （対前年＋２５億 ３万２千円、＋１．５％）

予 算 規 模

※参考 地方財政計画（対前年度伸び率） △ １．０％

対 前 年 度 伸 び 率

平 成 2 8 年 度 平 成 2 9 年 度 平 成 3 0 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

一 般 会 計 10.2％ 0.5％ △1.8％ 1.5％ 10.2％ △0.1％

特 別 会 計 4.0％ △11.1％ △11.0％ 3.4％ 0.4％ 5.4％

企 業 会 計 3.6％ △ 6.7％ △ 2.1％ 7.4％ 1.9％ △1.3％

計 6.8％ △ 4.9％ △5.1％ 3.0％ 5.7％ 1.5％
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１各会計別予算
（単位：千円・％）

区 分
会計名

本年度 (a) 前年度(b)
増減額 増減率

主 な 増 減 理 由
(c)=(a)-(b) (c)/(b)

一 般 会 計 92,340,000 92,420,000 △80,000 △0.1 広域ごみ処理施設や学校給食センター整備など投資事業の減

国 民 健 康 保 険 事 業 26,802,216 27,235,557 △433,341 △1.6 被保険者数の減少に伴う一般療養給付費の減

特

別

会

計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,962,494 3,700,829 261,665 7.1 被保険者数の増加に伴う後期高齢者医療広域連合への保険料等納付金の増

介 護 保 険 事 業 19,010,843 18,437,447 573,396 3.1 要介護者数及び要支援認定者数の増加に伴う介護サービス給付費の増

公 園 墓 地 造 成 事 業 56,300 57,850 △1,550 △2.7 一般墓地の返還数の減

夜間休日応急診療事業 906,847 627,254 279,593 44.6 一次救急医療定点化事業（工事請負費）の増

歯科保健センター事業 96,596 95,422 1,174 1.2 施設整備事業（備品購入費）の増

緊急通報システム事業 － 17,336 △17,336 皆減 ２市２町共同による事業を終了することに伴い特別会計を廃止

病 院 事 業 債 管 理 事 業 4,724,159 3,275,101 1,449,058 44.2 加古川中央市民病院の施設整備等に伴う貸付金の増

学 校 給 食 費 管 理 事 業 1,028,678 130,288 898,390 689.5 全ての学校給食の公会計化に伴う学校給食費負担金の増

公設地方卸売市場事業 108,533 120,086 △11,553 △9.6 借入金元利償還金の皆減

財 産 区 53,608 156,374 △102,766 △65.7 前年度繰越金の減

合 計 56,750,274 53,853,544 2,896,730 5.4

企

業

会

計

水 道 事 業 9,567,662 10,240,681 △673,019 △6.6 配水施設に係る建設改良費の減

下 水 道 事 業 14,436,780 14,080,459 356,321 2.5 雨水管渠及び汚水ポンプ場に係る建設改良費の増

合 計 24,004,442 24,321,140 △316,698 △1.3

総 計 173,094,716 170,594,684 2,500,032 1.5
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２－①一般会計款別集計（歳入）
（単位：千円・％）

区 分
科 目

本年度 (a) 前年度 (b)
増減額
(a)-(b)

増 減 率 主 な 増 減 理 由

1 市 税 38,090,600 39,398,500 △1,307,900 △3.3 市民税（個人・法人）、固定資産税等の減〔詳細は【資料１】〕

2 地 方 譲 与 税 630,000 695,000 △65,000 △9.4 地方揮発油譲与税 124,000（△20,000）、特別とん譲与税 95,000（△45,000）

3 利 子 割 交 付 金 33,000 33,000 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 220,000 220,000 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 100,000 100,000 0 0.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 327,000 211,000 116,000 55.0 県交付率引き上げによる増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 5,210,000 5,182,000 28,000 0.5 消費税率引き上げの影響による増

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 17,000 20,000 △3,000 △15.0

10 環 境 性 能 割 交 付 金 67,500 58,000 9,500 16.4 軽減税率期間終了による増

11 地 方 特 例 交 付 金 386,200 295,000 91,200 30.9 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の創設による増

12 地 方 交 付 税 3,700,000 3,600,000 100,000 2.8 普通交付税 3,100,000（+100,000）、特別交付税 600,000（同額）

13 交通安全対策特別交付金 44,000 43,000 1,000 2.3

14 分 担 金 及 び 負 担 金 515,124 533,140 △18,016 △3.4 保育所保護者負担金現年度分 250,545（△22,959）

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,154,974 1,262,255 △107,281 △8.5 市営駐車場使用料 22,293（△10,109）、塵芥処理手数料 237,765（△79,530）

16 国 庫 支 出 金 15,222,000 14,290,930 931,070 6.5
新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金 1,170,961（皆増）、教育ＩＣＴ
環境整備費補助金 0（△294,330）

17 県 支 出 金 6,794,142 6,668,438 125,704 1.9
県知事選挙費委託金 82,538（皆増）、衆議院議員選挙費委託金 88,455（皆
増）、国勢調査費委託金 0（△122,146）

18 財 産 収 入 59,427 67,521 △8,094 △12.0 基金利子 15,940（△7,304）、市有地売払収入 19,101（△4,512）

19 寄 附 金 301,422 383,432 △82,010 △21.4 ふるさと寄附金分 296,992（△82,060）

20 繰 入 金 5,635,140 3,631,474 2,003,666 55.2 公共施設等整備基金繰入金 1,934,900（+1,334,900）〔詳細は【資料４】〕

22 諸 収 入 2,803,371 3,299,110 △495,739 △15.0 加古川駅北地区土壌改良事業受託収入 0（△237,650）

23 市 債 11,029,100 12,428,200 △1,399,100 △11.3 広域ごみ処理施設整備事業債 2,687,000（△1,102,400）〔詳細は【資料２】〕

歳 入 合 計 92,340,000 92,420,000 △80,000 △0.1
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●国庫支出金（R2：15.46％ ⇒ R3：16.49％）、繰入金（R2：3.93％ ⇒ R3：6.10％）の割合が増加
●市税（R2：42.63％ ⇒ R3：41.25％）、市債（R2：13.45％ ⇒ R3：11.94％）の割合が減少

２－②一般会計歳入の構成

金額：千円 構成比

38,090,600             41.25%

15,222,000             16.49%

11,029,100             11.94%

6,794,142               7.36%

5,635,140               6.10%

5,210,000               5.64%

3,700,000               4.01%

2,803,371               3.04%

1,154,974               1.25%

630,000                  0.68%

2,070,673               2.24%

分 担 金 及 び 負 担 金 515,124                  0.56%

地 方 特 例 交 付 金 386,200                  0.42%

法 人 事 業 税 交 付 金 327,000                  0.35%

寄 附 金 301,422                  0.33%

配 当 割 交 付 金 220,000                  0.24%

株式等譲渡所得割交付金 100,000                  0.11%

環 境 性 能 割 交 付 金 67,500                    0.07%

財 産 収 入 59,427                    0.06%

交通安全対策特別交付金 44,000                    0.05%

利 子 割 交 付 金 33,000                    0.03%

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 17,000                    0.02%

92,340,000             100.00%

地 方 交 付 税

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 交 付 金

そ の 他

計

項目

市 税

国 庫 支 出 金

市 債

県 支 出 金

繰 入 金
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３－①一般会計款別集計（歳出）
（単位：千円・％）

区 分
科 目

本年度 (a) 前年度 (b)
増減額
(a)-(b)

増減率 主 な 増 減 理 由

1 議 会 費 527,214 544,055 △16,841 △3.1 議会運営事業 396,148（△17,714）

2 総 務 費 11,809,764 10,531,765 1,277,999 12.1
東加古川公民館等複合施設・東消防署整備事業 1,417,409（+105,727）、公共施設マネジ
メント推進事業 1,072,521（+1,070,488）、旧平荘湖アクア交流館解体撤去事業 332,200
（皆増）、市制７０周年記念事業 0（△79,000）、国勢調査事業 0（△116,465）

3 民 生 費 35,079,688 34,819,386 260,302 0.7
結婚新生活支援事業 45,155（皆増）、自立支援事業 5,404,266（+307,525）、介護保険事
業特別会計繰出事業 3,048,611（+140,601）、保育対策総合支援事業 60,600（皆増）、障
害者施設整備事業 0（△175,000）、保育所等整備事業 0（△134,385）

4 衛 生 費 13,311,605 12,924,982 386,623 3.0
新型コロナウイルス予防接種事業 1,486,191（皆増）、ごみ処理広域化推進事業
3,585,226（△1,004,476）、新クリーンセンター運営管理委託事業 955,856（△144,049）

5 労 働 費 374,932 393,483 △18,551 △4.7 勤労者住宅資金融資対策事業 279,200（△19,100）

6 農 林 水 産 業 費 901,164 1,104,881 △203,717 △18.4
農業振興事業 54,235（+24,886）、東播磨農業共済事務組合承継現金負担金支出事業 0
（△216,712）

7 商 工 費 1,376,968 1,596,908 △219,940 △13.8
緊急経済対策市内店舗応援事業 364,000（皆増）、中心市街地商業活性化対策事業 0
（△602,562）

8 土 木 費 8,343,403 9,280,222 △936,819 △10.1
総合交通政策事業 380,862（+43,284）、東加古川駅周辺整備事業 107,701（+50,201）、加
古川駅等周辺整備事業 37,455（△394,980）、街路事業 1,766,632（△147,383）、公園建
設事業 38,385（△491,258）

9 消 防 費 3,583,841 3,228,507 355,334 11.0 消防施設維持補修事業 397,707（+365,018）

10 教 育 費 8,863,152 10,029,925 △1,166,773 △11.6

小学校建設事業 520,293（+266,560）、小中一貫校建設事業 118,000（皆増）、中学校建
設事業 219,500（+134,407）、神野台学校給食センター管理運営事業 141,021（皆増）、情
報教育推進事業 256,352（△519,579）、中学校給食準備事業 32,697（△622,715）、中学
校給食センター整備事業 1,223,423（△728,985）

12 公 債 費 8,068,269 7,865,886 202,383 2.6 借入金元金償還事業 7,692,888（+282,752）、借入金利子償還事業 375,378（△80,369）

14 予 備 費 100,000 100,000 0 0.0

歳出合計 92,340,000 92,420,000 △80,000 △0.1
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３－②一般会計歳出の構成

●衛生費（R2：13.98％ ⇒ R3：14.41％）、総務費（R2：11.40％ ⇒ R3：12.79％）の割合が増加
●教育費（R2：10.85％ ⇒ R3：9.60％）、土木費（R2：10.04％ ⇒ R3：9.03％）の割合が減少

金額：千円 構成比

35,079,688             37.99%

13,311,605             14.41%

11,809,764             12.79%

8,863,152               9.60%

8,343,403               9.03%

8,068,269               8.74%

3,583,841               3.88%

1,376,968               1.49%

901,164                  0.98%

527,214                  0.57%

374,932                  0.41%

100,000                  0.11%

92,340,000 100.00%

項目

土 木 費

公 債 費

消 防 費

議 会 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

教 育 費

労 働 費

予 備 費

計

商 工 費

総 務 費

民 生 費
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４一般会計性質別集計

（単位：千円・％）

区 分
性質別

本年度（Ａ） 前年度（B） 増減額 増減率
主 な 増 減 理 由

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 （Ｃ）＝（Ａ）-（Ｂ） （Ｃ）／（Ｂ）

1 人 件 費 16,889,224 18.3 16,722,478 18.1 166,746 1.0 職員採用、退職等の異動による増

2 扶 助 費 23,014,105 24.9 22,996,915 24.9 17,190 0.1
障害福祉サービス費用の増、児童手当・児童扶養手当の
減

3 公 債 費 8,141,402 8.8 7,962,079 8.6 179,323 2.3 借入金元金償還額の増

4 物 件 費 13,253,432 14.4 11,663,562 12.6 1,589,870 13.6 新型コロナウイルス予防接種に係る委託料の増

5 維 持 補 修 費 819,236 0.9 959,116 1.0 △139,880 △14.6
斎場維持補修に係る修繕料の減、公園維持補修に係る
修繕料の減

6 補 助 費 等 8,043,062 8.7 7,941,175 8.6 101,887 1.3
緊急経済対策市内店舗応援事業負担金の増、東播磨農
業共済事務組合解散による負担金の減

7 積 立 金 15,940 0.0 23,244 0.0 △7,304 △31.4 基金利子の減少による積立金の減

8 投 資 及 び 出 資 金 - - 600,000 0.7 △600,000 皆減 第三セクター出資事業に係る出資金の皆減

9 貸 付 金 778,700 0.8 797,800 0.9 △19,100 △2.4 勤労者住宅資金融資の減

10 繰 出 金 8,950,964 9.7 8,597,441 9.3 353,523 4.1
後期高齢者医療事業特別会計への繰出金の増、介護保
険事業特別会計への繰出金の増

11 普 通 建 設 事 業 費 12,333,935 13.4 14,056,190 15.2 △1,722,255 △12.3

(1)  補 助 事 業 費 5,021,552 5.5 7,300,916 7.9 △2,279,364 △31.2
ごみ処理広域化推進事業の減、中津水足線外１線道路
改良事業の減、神吉中津線道路改良事業の増

(2)  単 独 事 業 費 7,312,383 7.9 6,755,274 7.3 557,109 8.2
公共施設等再配置事業の増、神野台学校給食センター整
備事業の増、日岡山学校給食センター整備事業の減

12 災 害 復 旧 事 業 費 - - - - - -

13 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

合 計 92,340,000 100.0 92,420,000 100.0 △80,000 △0.1
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５－①主要・新規事業（議会費・総務費１）

1,737        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 1,737        

15,725       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 23            

一般財源 15,702       

1,417,409   

国県支出金 -             

地 方 債 1,091,200   

そ の 他 -             

一般財源 326,209     

33,807       

国県支出金 10,970       

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 22,837       

1,070,488   

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 970,000     

一般財源 100,488     

12,171       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 12,171       

28,188       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 28,188       

3

4

5

6

7

No.

1

2

新

規

議会管理事業

（うちインターネットライブ・録画配信（ス

マートフォン等対応）分）

事 業 費

市議会本会議のインターネットライブ・録画配信をスマートフォン等でも視聴

できるようにします。
議 事 総 務 課

新

規

加古川河川敷を活かした新たな賑わい

づくり事業

事 業 費

拡

充

かわまちづくり支援制度を活用し、ＪＲ加古川駅から近い加古川河川敷にお

いて、新たな賑わい空間の創造を官民協働で実現することを目指します。
協 働 推 進 課

財

源

内

訳

新

規

公共施設マネジメント推進事業

（公共施設等再配置事業）

事 業 費

ＪＲ加古川駅周辺の賑わい創出と利用者の利便性向上を目的に、加古川図

書館、貸館機能、行政機能を加古川駅前商業施設内に移転します。
行 政 経 営 課

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた機運を醸成するととも

に、国際文化の理解やスポーツへの関心を高めるため、ツバル・ブラジルの

事前合宿の受入を実施します。

政 策 企 画 課

継

続

東加古川公民館等複合施設・東消防署

整備事業

【継続費設定】

事 業 費

財

源

内

訳

財

源

内

訳

継

続
オリンピック・パラリンピック推進事業

事 業 費

スマートシティ推進事業

事 業 費

情報通信技術の活用により、市のさまざまな課題について市民と共に解決

し、市民生活の質や市民満足度の向上を図ることで、「市民中心の課題解決

型スマートシティ」の実現を目指します。

情 報 政 策 課

東市民病院跡地に東加古川公民館と子育てプラザを一体とした複合施設と

東消防署を建設します。

【継続費】東加古川公民館等複合施設・東消防署整備経費

【2,801,179千円（令和元年度～令和3年度）】

政 策 企 画 課

財

源

内

訳

財

源

内

訳

継

続
シティプロモーション推進事業

事 業 費

市の施策や魅力を市内外に広く効果的に発信し、市民に市への愛着や誇り

を持ってもらうための取組を行います。
政 策 企 画 課

財

源

内

訳

事業内容 担当課

財

源

内

訳

区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円）
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５－②主要・新規事業（総務費２）

16,078       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 12,800       

一般財源 3,278        

15,025       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 12,000       

一般財源 3,025        

4,356        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 4,356        

7,600        

国県支出金 3,800        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 3,800        

512          

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 512          

332,200     

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 264,900     

一般財源 67,300       

2,200        

国県支出金 1,100        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 1,100        

12

13

14

8

9

10

11

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円）

協 働 推 進 課

生 活 安 全 課

財

源

内

訳

事 業 費
ポイント付与の対象となる活動として、ボランティア活動の分野において、「子

ども・教育に関する分野」を拡大し、「福祉・環境・イベントに関する分野」を追

加するとともに、まちづくり活動や環境活動の分野も追加するなど、活動量の

増加を図ります。

新

規

ICTを活用した安全・安心のまちづくり推

進事業

（うち見守りサービス利用促進事業分）

財

源

内

訳

事 業 費

さまざまな国籍や文化的背景を持つ人々との相互理解を図り、尊重し合いな

がら地域社会の一員として生きる多文化共生社会を実現するため、行政とし

て取り組むべき方針を示す多文化共生社会推進指針を策定します。

秘 書 課

財

源

内

訳

協働のまちづくり推進事業

（協働のまちづくり推進事業補助金交付

事業）

継

続

拡

充

拡

充
ウェルピーポイント制度運営事業

ＮＨＫ公開収録番組である日本将棋連盟主催の「第47回将棋の日」を誘致

し、「棋士のまち加古川」を全国に発信することで、市の知名度の向上及び将

棋文化の普及を図ります。

ウ ェ ル ネ ス

推 進 課

見守りサービスの更なる利用促進のため、利用を希望する新小学１年生を対

象に、初期登録料と月額利用料（１年間）を無料にします。

事業内容 担当課

事 業 費 補助金の交付対象事業に団体が提案する市の総合計画に合致する事業を

支援する「課題解決型（団体提案枠）」を新設し、団体と市との協議の場を設

けるとともに、「テーマ設定型」として加古川河川敷を活かした魅力的な賑わ

い空間を創出する事業の経費を補助することで、協働のまちづくりを推進しま

す。

協 働 推 進 課

財

源

内

訳

旧平荘湖アクア交流館解体撤去事業

【継続費設定】

事 業 費

平成30年度に廃止した平荘湖アクア交流館の解体撤去工事を行います。

【継続費】旧平荘湖アクア交流館解体経費

【464,500千円（令和3年度～令和4年度）】

ウ ェ ル ネ ス

推 進 課

財

源

内

訳

新

規

国際交流事業

（多文化共生社会推進指針策定事業）

新

規
将棋の日開催事業

事 業 費

事 業 費

財

源

内

訳

新

規

水上スポーツ推進事業

（うちカヌーイベント開催分）

事 業 費

加古川を活かした水辺の賑わいを創出するため、カヌーのトップアスリートを

招いて水上スポーツ体験イベント等を開催します。

ウ ェ ル ネ ス

推 進 課

財

源

内

訳
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５－③主要・新規事業（総務費３・民生費１）

300          

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 300          

2,626        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 2,626        

45,155       

国県支出金 22,500       

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 22,655       

355          

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 175          

一般財源 180          

5,000        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 5,000        

210          

国県支出金 105          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 105          

4,653        

国県支出金 3,100        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 1,553        

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円）

18

19

20

21

15

16

17

事業内容 担当課

事 業 費

財

源

内

訳

拡

充

少子化対策推進事業

（うち子ども・子育て応援託児サービス

分）

主に家庭で育児する保護者を対象に、子育てプラザで実施している託児

サービスを無償化します。また、定員枠、実施時間等を拡充し、より多くの方

が利用しやすいサービスを提供します。

こ ど も 政 策 課

財

源

内

訳

新

規

社会福祉施設等補助事業

（うちハラスメント対策事業補助金分）

事 業 費
訪問看護及び訪問介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所において、2人訪問ができる体制確保が困難な場合に、1人訪問時の安全

対策として、警備保障会社によるセキュリティシステム導入に必要な機器購

入費の一部を補助します。

介 護 保 険 課

財

源

内

訳

継

続
パラリンピック聖火フェスティバル事業

事 業 費

東京2020パラリンピック競技大会の機運醸成及び障がい者スポーツの普及

を図るため、障がいのある人もない人も共に参加する採火式及び聖火ビジッ

ト等の聖火フェスティバルを開催します。

障 が い者 支 援課

新

規
個別支援計画作成促進事業

事 業 費
防災と福祉が連携し、避難行動要支援者の平常時及び災害時を一体的に支

援する仕組みの構築を図るため、要支援者の心身状況や生活環境等を熟知

した介護支援専門員等が地域と共に個別支援計画を作成することを促進し

ます。

高 齢 者 ・

地 域 福 祉 課

事 業 費

財

源

内

訳

結婚新生活支援事業

市 民 課

拡

充

自主防災組織活性化事業

（うち防災士育成事業補助金分）

事 業 費
自主防災組織等の活性化及び地域防災力向上のため、防災士の資格取得

に係る経費を補助します。自主防災組織や町内会、自治会に加えて、社会福

祉施設等の管理者から推薦を受けた施設従事者についても補助対象としま

す。

危 機 管 理 課

財

源

内

訳

新

規
スマート手続推進事業

事 業 費

簡単な質問に答えていくだけで自分のライフイベントに必要な手続きがス

マートフォン等で検索できるシステムを導入するほか、市役所に行かなくても

証明書を取得することができる環境を整備します。

財

源

内

訳

新

規

財

源

内

訳

安心して新生活のスタートを切ることができるよう、新婚世帯に対して、住宅

取得費用、住宅賃借費用、引越費用等の一部を助成します。
政 策 企 画 課
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５－④主要・新規事業（民生費２）

2,143        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 2,143        

8,569        

国県支出金 3,000        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 5,569        

60,600       

国県支出金 35,682       

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 24,918       

101,918     

国県支出金 5,082        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 96,836       

24

25

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円）

22

23

財

源

内

訳

保育園・認定こども園運営事業

（うち紙おむつ廃棄分）

事 業 費

新

規

継

続
保育対策総合支援事業

継

続
保育士等確保事業

事 業 費

保育士不足の解消のため、保育士等就労支援一時金を支給する事業者へ

の補助等、保育士等の新規確保及び定着を図るための事業を実施します。

財

源

内

訳

事業内容

幼 児 保 育 課

財

源

内

訳

幼 児 保 育 課

事 業 費

市内の民間保育所等で実施する感染症対策に係る経費を補助し、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大防止を図ります。

幼 児 保 育 課

財

源

内

訳

事 業 費

公立保育園・認定こども園において登降園時間の管理や保護者とのコミュニ

ケーションツールとなるシステムを導入します。

新

規

公立保育園・認定こども園において排出される使用済み紙おむつについて、

保護者による持ち帰りを廃止し、各園での廃棄を実施します。
幼 児 保 育 課

担当課

保育園・認定こども園運営事業

（うち登降園等管理システム分）
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５－⑤主要・新規事業（衛生費１）

700          

国県支出金 350          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 350          

14,555       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 14,419       

一般財源 136          

153,337     

国県支出金 21,541       

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 131,796     

2,649        

国県支出金 390          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 2,259        

1,486,191   

国県支出金 1,485,794   

地 方 債 -             

そ の 他 397          

一般財源 -             

155,506     

国県支出金 252          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 155,254     

2,699        

国県支出金 1,348        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 1,351        

32

26

27

28

29

30

31

拡

充

妊娠・出産包括支援事業

（産後ケア事業）

財

源

内

訳

多胎児を妊娠した妊婦に既存の妊婦健康診査費助成券に加えて追加の助

成券を交付し、受診に係る経済的負担の軽減を図ります。
育 児 保 健 課

事 業 費

産後うつや虐待の発生を防ぐため、病院や助産所で心身のケアや育児サ

ポート等のきめ細かい支援を行います。支援対象を産後4か月までから１年

までに拡充します。

育 児 保 健 課

新

規
後期高齢者保健事業

事 業 費

後期高齢者の心身の活力低下や生活習慣病の重症化を予防するため、健

診結果や医療受診状況から必要と判断した人への保健指導や、通いの場で

の健康教育等を行い、健康寿命の延伸を図ります。

国 民 健 康保 険課

財

源

内

訳

拡

充
妊婦健康診査費助成事業

事 業 費

財

源

内

訳

保健推進事業

（がん患者医療用補整具購入費助成事

業）

健 康 課

財

源

内

訳

新

規

事 業 費

がんの治療に伴う外見の悩みを抱えるがん患者に対し、医療用補整具の購

入費用の一部を助成することで、経済的負担及び精神的負担を軽減し、患

者の生活の質の向上を図ります。

財

源

内

訳

事 業 費

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課

新

規
骨髄等移植ドナー支援事業

骨髄等を提供するドナーの経済的負担を軽減し、移植の推進及びドナー登

録者の増加を図るため、骨髄等提供のための通院、入院及び面談に要する

日数に応じて補助金を交付します。

健 康 課

継

続
新型コロナウイルス予防接種事業

事 業 費

新型コロナウイルス感染症の罹患及び重症化を防止するため、予防接種に

必要な体制の確保を図るとともに、予防接種法に基づく臨時接種を行いま

す。

健 康 課

財

源

内

訳

拡

充

保健推進事業

（健康診査事業）

事 業 費

乳がん検診の受診機会の環境整備として、乳がん個別検診の対象者を、従

来の41歳（クーポン対象者）に加え、40～50歳（自己負担額有）に拡充しま

す。

健 康 課

財

源

内

訳
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５－⑥主要・新規事業（衛生費２）

8,179        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 8,179        

6,682        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 6,682        

819          

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 819          

3,585,226   

国県支出金 -             

地 方 債 2,687,000   

そ の 他 -             

一般財源 898,226     

2,495        

国県支出金 733          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 1,762        

33

34

35

36

37

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課

事 業 費

妊産婦が健診・出産時の医療機関への移動等に使えるタクシー料金助成券

を交付し、新型コロナウイルス等の感染リスクに係る不安を軽減します。
育 児 保 健 課

継

続

財

源

内

訳

財

源

内

訳

新

規

事 業 費

飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費用を補助することにより、飼い主のい

ない猫の繁殖を抑制するとともに、適正な飼育を促進することで、ふん尿被

害の防止を図ります。

財

源

内

訳

妊婦応援タクシー料金助成事業

環 境 政 策 課

新

規
新生児聴覚検査費助成事業

事 業 費

新生児が生後間もなく受検する聴覚検査の費用の一部を助成し、検査受検

率を向上させ、難聴の早期発見、早期支援につなげます。
育 児 保 健 課

財

源

内

訳

継

続

し尿終末処理施設整備事業

【債務負担行為設定】

事 業 費
し尿終末処理施設である尾上処理工場は老朽化が著しく、施設の更新が必

要であるため、令和3年度は、整備・運営事業者の選定を行います。

【債務】し尿終末処理施設整備及び運営事業

【6,429,330千円（令和3年度～令和19年度）】

環 境 第 ２ 課

財

源

内

訳

加古川市、高砂市、稲美町、播磨町による広域の可燃ごみ処理施設及び不

燃・粗大ごみ処理施設について、令和4年度からの本格稼働に向けて事業を

推進します。令和3年度は、建設工事並びに試運転、施設周辺の環境整備を

行います。

環 境 政 策 課
継

続
ごみ処理広域化推進事業

事 業 費

飼い主のいない猫不妊・去勢手術支援

事業
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５－⑦主要・新規事業（農林水産業費）

608          

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 608          

200          

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 200          

23,141       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 11,352       

一般財源 11,789       

16,667       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 16,667       

38

39

40

41

事業内容予算額（千円）

財

源

内

訳

新

規

見土呂フルーツパーク再整備事業

【債務負担行為設定】

事 業 費
見土呂フルーツパークの魅力をより高めるため、再整備に向けた取組を進め

ます。

【債務】見土呂フルーツパーク再整備及び運営事業

【1,608,333千円（令和4年度～令和18年度）】

農 林 水 産 課

財

源

内

訳

農 林 水 産 課

財

源

内

訳

財

源

内

訳

拡

充

農業振興事業

（うち地元産食材給食推進事業分）

事 業 費

地元産食材への理解を深め、地産地消を推進するため、地元産食材を使用

した給食を実施します。令和3年度は、「加古川パスタ」の使用回数を増やし

ます。

農 林 水 産 課

拡

充

有害鳥獣等対策事業

（うち有害鳥獣侵入防護柵整備事業分）

事 業 費

鳥獣被害防止対策協議会に対し、柵の購入経費及び設置に係る傷害保険

料を対象に補助金を交付し、有害鳥獣侵入防護柵の整備を推進します。
農 林 水 産 課

継

続

農業振興事業

（加古川パスタ普及促進事業）

事 業 費

加古川パスタの普及促進を図ろうとする団体に展示商談会への出展費用の

一部を補助します。

区分 細目名（細々目名等）No. 担当課
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５－⑧主要・新規事業（商工費）

159,619     

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 159,619     

5,000        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 5,000        

2,662        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 2,662        

364,000     

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 364,000     

1,350        

国県支出金 675          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 675          

34,980       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 34,980       

43

44

45

46

47

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課

財

源

内

訳

新

規

観光まちづくり推進事業

（うちフォトセッションツアー開催事業分）

事 業 費

公共施設内の普段は撮影できないエリアを情報発信力の高い人に提供し、

施設の隠れた魅力を写真や動画を使ってＳＮＳで発信することにより、観光

資源としての新たな価値を創出し、本市の知名度や魅力を高めます。

観 光 振 興 課

財

源

内

訳

新

規
空き店舗等活用支援事業

事 業 費

中心市街地の空き店舗、市街化調整区域の空き家を利活用した新規出店を

促進し、地域の活性化、生活環境の維持向上及び商業の活性化を図るた

め、店舗賃借料や店舗改装費、広告宣伝費を補助します。

産 業 振 興 課

新

規
加古川イルミネーション実施事業

事 業 費

光の演出で感動や癒しの効果をもたらし、また誰もが気軽に安心して楽しめ

ることを目的に、好立地な加古川河川敷を活用した冬のイルミネーションイベ

ントを開催します。

観 光 振 興 課

財

源

内

訳

財

源

内

訳

継

続

商工業振興一般事業

（うちビジネスプランコンテスト開催事業

分）

事 業 費

新規性や高い付加価値が期待できるビジネスを発見、支援することで、新し

い産業を市内に創出することを目的に、ビジネスプランコンテストを開催しま

す。

産 業 振 興 課

財

源

内

訳

拡

充
ふるさと納税推進事業

事 業 費
ふるさと納税の寄附者に対し、本市の魅力を伝える返礼品の贈呈を通じ、地

域産業の振興を図ります。令和3年度は、協賛事業者から寄附者へ送付され

る返礼品の内容がより充実したものとなり、更なる寄附の獲得に繋がるよう、

返礼品の配送料を全額公費負担とします。

産 業 振 興 課

継

続
緊急経済対策市内店舗応援事業

事 業 費

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により落ち込んだ消費を喚起し、市内

の店舗を支援するため、緊急経済対策として、スマートフォンを使ったキャッ

シュレス決済時にプレミアムポイントを付与するキャンペーンを実施します。

財

源

内

訳

産 業 振 興 課

42
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５－⑨主要・新規事業（土木費１）

268,934     

国県支出金 -             

地 方 債 236,300     

そ の 他 -             

一般財源 32,634       

349,782     

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 48,554       

一般財源 301,228     

19,200       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 19,200       

8,477        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 1,300        

一般財源 7,177        

10,700       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 10,700       

23,040       

国県支出金 -             

地 方 債 1,700        

そ の 他 -             

一般財源 21,340       

107,701     

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 52,701       

一般財源 55,000       

50

51

52

53

54

48

49

No.

財

源

内

訳

継

続
東加古川駅周辺整備事業

事 業 費

県が実施するＪＲ東加古川駅付近の連続立体交差事業に要する費用の一部

を負担します。また、連続立体交差事業の都市計画決定に必要となる側道・

駅前広場等の予備設計を行います。

都 市 計 画 課

財

源

内

訳

継

続
日岡駅舎等整備事業

事 業 費

地域の拠点であるＪＲ日岡駅について、改修を見据えた基本計画・基本設計

に基づき、実施設計を行います。
都 市 計 画 課

財

源

内

訳

継

続
市街化調整区域のまちづくり支援事業

事 業 費
市街化調整区域において、コミュニティの維持に必要な住宅等が建設できる

よう、田園まちづくり制度に基づく地区まちづくり計画策定に向けた取組を進

めます。また、地域の実情に合った柔軟な運用ができるように、田園まちづく

り制度を含む開発許可制度の見直しを行います。

開 発 指 導 課

財

源

内

訳

継

続

総合交通政策事業

（うちデマンドタクシー実証実験分）

事 業 費

路線型の公共交通導入が困難な地域でのデマンドタクシーの有効性を検証

するため、八幡町において実証実験を実施します。
都 市 計 画 課

財

源

内

訳

継

続

総合交通政策事業

（うち路線バス運賃差額補助分）

事 業 費

路線バス事業者に運賃差額を補助することにより、市内で乗降した場合の運

賃を最大200円とする上限運賃制度を実施します。
都 市 計 画 課

財

源

内

訳

継

続

総合交通政策事業

（うちバス等公共交通路線維持確保対

策補助分）

事 業 費

公共交通機能の充実を図るため、路線バス及びコミュニティ交通に対して運

行費の一部を補助します。
都 市 計 画 課

継

続
道路新設改良事業

事 業 費

幅員が狭小な道路の拡幅や、見通しの悪い交差点の拡幅による道路改良を

行うことで、自動車・自転車・歩行者の通行の安全を図ります。
道 路 建 設 課

財

源

内

訳

区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課
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５－⑩主要・新規事業（土木費２）

11,749       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 9,300        

一般財源 2,449        

301,000     

国県支出金 -             

地 方 債 270,800     

そ の 他 -             

一般財源 30,200       

383,714     

国県支出金 191,857     

地 方 債 172,600     

そ の 他 -             

一般財源 19,257       

1,079,861   

国県支出金 539,930     

地 方 債 485,900     

そ の 他 -             

一般財源 54,031       

33,685       

国県支出金 -             

地 方 債 21,000       

そ の 他 -             

一般財源 12,685       

4,700        

国県支出金 -             

地 方 債 3,500        

そ の 他 -             

一般財源 1,200        

28,841       

国県支出金 9,670        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 19,171       

No. 区分 細目名（細々目名等）

56

57

58

59

60

61

55

財

源

内

訳

継

続

土地利用計画事業

（都市計画基本方針策定事業）

【債務負担行為設定】

事 業 費
加古川市都市計画マスタープランの改定に合わせて、立地適正化計画の策

定を進めます。

【債務】土地利用計画事業

【24,427千円（令和3年度～令和4年度）】

都 市 計 画 課

継

続

公園建設事業

（権現総合公園整備事業）

事 業 費

権現湖ハイウェイオアシス事業に係る公園施設・連絡道路の整備に向けて、

実施設計を行います。
公 園 緑 地 課

財

源

内

訳

財

源

内

訳

財

源

内

訳

継

続

街路事業

（神吉中津線道路改良事業）

【継続費設定】

事 業 費 神吉中津線の整備として、加古川橋梁下部工事を行うとともに、事業用地の

取得等を進めます。

【継続費】神吉中津線道路改良経費

【576,650千円（令和2年度～令和3年度）】

【924,100千円（令和3年度～令和4年度）】

道 路 建 設 課

継

続

街路事業

（中津水足線外１線道路改良事業）

事 業 費

中津水足線の整備として、ＪＲ加古川線跨線橋の橋梁上部工事等を行いま

す。
道 路 建 設 課

継

続

街路事業

（県施行街路事業）

事 業 費

地方財政法に基づき、県が整備する都市計画道路の尾上小野線並びに国

道２号線の加古川橋工区及び寺家町工区に係る整備事業費の一部を負担し

ます。

道 路 建 設 課

財

源

内

訳

財

源

内

訳

継

続

中心市街地整備事業

（中心市街地整備事業）

事 業 費
加古川駅南西地区の防災性の向上や中心市街地の活性化を図るため、住

民主体のまちづくり活動を支援します。令和3年度は、景観まちづくりコンサル

タントの派遣を行い、事業計画案の作成を支援します。また、当地区の事業

を推進するため、防災道路西進部の道路予備設計等を行います。

市 街 地 整 備 課

予算額（千円） 事業内容 担当課

新

規

公園建設事業

（加古川駅北街区公園整備事業）

事 業 費

加古川駅北土地区画整理地区にある加古川駅北第４公園（約1,040㎡）の実

施設計を行います。
公 園 緑 地 課

財

源

内

訳
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５－⑪主要・新規事業（土木費３）

500          

国県支出金 500          

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 -             

8,380        

国県支出金 3,981        

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 4,399        

157,900     

国県支出金 78,950       

地 方 債 78,900       

そ の 他 50            

一般財源 -             

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課

62

63

64
継

続

市営住宅整備事業

（土山市営住宅整備事業）

事 業 費

市営土山住宅について、入居者の利便性向上を図るため、エレベーター設置

工事を行います。
住 宅 政 策 課

財

源

内

訳

事 業 費

吹付アスベスト調査費補助事業

事 業 費

建 築 指 導 課
新

規

継

続

空き家等対策事業

（老朽危険空き家等対策事業）

空き家等の所有者に対して適切な管理を促すとともに、老朽危険空き家の公

共的な跡地利用等を条件とした除却費の助成を行います。
住 宅 政 策 課

アスベストの飛散による市民の健康被害を予防し、安全な市街地環境の整

備を図るため、民間建築物の所有者等が実施する吹付アスベスト調査費用

を補助します。

財

源

内

訳

財

源

内

訳
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５－⑫主要・新規事業（消防費）

2,090        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 2,090        

330,000     

国県支出金 -             

地 方 債 247,500     

そ の 他 66,000       

一般財源 16,500       

57,035       

国県支出金 15,139       

地 方 債 36,700       

そ の 他 -             

一般財源 5,196        

28,131       

国県支出金 -             

地 方 債 28,000       

そ の 他 -             

一般財源 131          

11,000       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 11,000       

65

66

67

68

69

No. 区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課

財

源

内

訳

事 業 費

継

続

消防施設維持補修事業

（うち防災センター改修工事分）

財

源

内

訳

新

規

消防施設整備事業

（消防庁舎整備事業）

【債務負担行為設定】

事 業 費 令和4年5月に機能移転を予定している東消防署について、指令システム等

のネットワーク環境を構築し、また、什器の整備を行います。

【債務】消防施設整備事業（指令システム整備及びネットワーク構築業務委

託）

【34,913千円（令和3年度～令和4年度）】

消 防 本 部総 務課

継

続

消防施設整備事業

（非常備消防車両整備事業）

事 業 費

火災や各種災害から市民を守るため、平岡南分団に配備する消防ポンプ自

動車及び小型動力ポンプ付積載車、平荘分団に配備する小型動力ポンプ付

積載車を更新します。

新

規

指令システム管理事業

（うち非常用発電設備分）

事 業 費

消 防 本 部総 務課

財

源

内

訳

防災センターの外壁改修・屋上防水塗装や防火水槽の改修を行い、施設の

長寿命化を図ります。
消 防 本 部総 務課

継

続

消防施設整備事業

（常備消防車両整備事業）

事 業 費

火災や各種災害から市民を守るため、志方分署に配備する水槽付消防ポン

プ自動車を更新します。
消 防 本 部総 務課

財

源

内

訳

議場棟下の非常用発電設備が浸水した場合においても、119番通報の受信

及び活動部隊との無線交信を可能にするため、新館屋上に非常用発電設備

を新たに設置します。

消 防 本 部総 務課

財

源

内

訳
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５－⑬主要・新規事業（教育費１）

1,345        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 1,345        

174,243     

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 130,000     

一般財源 44,243       

251,981     

国県支出金 -             

地 方 債 79,000       

そ の 他 138,300     

一般財源 34,681       

51,322       

国県支出金 11,988       

地 方 債 27,700       

そ の 他 -             

一般財源 11,634       

474,200     

国県支出金 68,060       

地 方 債 292,500     

そ の 他 46,000       

一般財源 67,640       

118,000     

国県支出金 -             

地 方 債 93,000       

そ の 他 -             

一般財源 25,000       

73,620       

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 -             

一般財源 73,620       

74

75

76

70

71

72

73

区分 細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課No.

継

続

小学校建設事業

中学校建設事業

幼稚園建設事業

（小・中学校・幼稚園教育環境整備事

業）

事 業 費

若宮小学校外2校、陵南中学校外1校、尾上幼稚園のトイレ改修工事を行い

ます。
教 育 総 務 課

令和6年度の両荘地区義務教育学校の開校に向けて設計を行います。 教 育 総 務 課

財

源

内

訳

財

源

内

訳

財

源

内

訳

財

源

内

訳

拡

充

小学校建設事業

（小学校下水道整備事業）

事 業 費

西神吉小学校について、下水道接続工事を行います。 教 育 総 務 課

継

続

小学校建設事業

中学校建設事業

（小・中学校営繕事業）

事 業 費

小・中学校での和式便器の洋式化改修や平岡小学校屋内運動場照明のＬＥ

Ｄ化改修等、学校施設の改修工事を行います。
教 育 総 務 課

新

規

情報教育推進事業

（ＧＩＧＡスクール運営事業）

事 業 費

新たに整備された児童生徒1人1台のパソコンや大型提示装置、学習支援コ

ンテンツといった教育ICT環境を活用したＧＩＧＡスクール構想を推進します。
教 育 研 究 所

財

源

内

訳

財

源

内

訳

新

規
スマートスクール推進事業

事 業 費

児童生徒1人1台のパソコンや通信ネットワークといったＩＣＴを活用した新しい

学習方法を研究し、これまでの学習方法との発展的融合を目指します。
学 校 教 育 課

新

規
小中一貫校建設事業

事 業 費

新

規
加古川図書館移転事業

事 業 費

加古川図書館を加古川駅前商業施設内へ移転します。令和3年秋頃の開館

を予定しています。
中 央 図 書 館

財

源

内

訳
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５－⑭主要・新規事業（教育費２・特別会計）

1,364,444   

国県支出金 167,789     

地 方 債 818,000     

そ の 他 -             

一般財源 378,655     

2,891        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 2,891        

一般財源 -             

2,000        

国県支出金 -             

地 方 債 -             

そ の 他 2,000        

一般財源 -             

522,641     

国県支出金 -             

地 方 債 486,600     

そ の 他 36,041       

一般財源 -             

11,791       

国県支出金 -             

地 方 債 4,700        

そ の 他 7,091        

一般財源 -             

80

81

77

No. 区分

財

源

内

訳

新

規

夜間休日応急診療事業

（うち耳鼻咽喉科休日救急業務負担金

分）

※夜間休日応急診療事業特別会計

事 業 費

東播臨海地区の耳鼻咽喉科休日診療が、姫路市休日・夜間急病センターで

定点実施されることに伴い、二次救急（後送）病院の待機料を含む耳鼻咽喉

科休日救急業務に係る経費の一部を負担します。

健 康 課

新

規

保健事業

（要受療者支援事業）

※国民健康保険事業特別会計

事 業 費

特定健診の結果、腎機能低下のおそれがある被保険者のうち、治療を行って

いない人に対して受診勧奨や生活習慣改善のための指導等を行い、重症化

を予防し健康寿命の延伸を図ります。

国 民 健 康保 険課

財

源

内

訳

継

続

一次救急医療定点化事業

※夜間休日応急診療事業特別会計

【継続費設定】

事 業 費
一次救急医療の安定的な医療体制を構築するため、定点化による夜間・休

日の一次救急医療施設を整備します。令和2年度から3年度にかけて、施設

の新築工事を行います。

【継続費】一次救急医療定点化経費

【719,570千円（令和2年度～令和3年度）】

健 康 課
財

源

内

訳

財

源

内

訳

財

源

内

訳

新

規

中学校給食センター整備事業

（神野台学校給食センター整備事業）

神野台学校給食センター管理運営事業

【債務負担行為設定】

事 業 費
神野台学校給食センターを整備し、令和3年9月から加古川中学校外5校の

給食を提供します。

【債務】神野台学校給食センター整備及び運営事業

【4,804,494千円（令和元年度～令和18年度）】

学 務 課

細目名（細々目名等） 予算額（千円） 事業内容 担当課

新

規

夜間急病センター解体撤去事業

※夜間休日応急診療事業特別会計

事 業 費

新築移転後の現加古川夜間急病センターの解体撤去に向け、解体設計及び

石綿類測定を行います。
健 康 課

78

79
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●市税収入は３８０億９，０６０万円で、前年度当初予算と比べて１３億７９０万円の減
●個人市民税は、新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用者所得が減少していることから総額では８億４，９００万円の減
●法人市民税は、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、法人税割の税率が引き下げられたことから総額では４億６００万円の減
●固定資産税は、評価替えによる既存家屋の減価や償却資産の減価償却額の増加による減に加え、コロナ禍の影響により売上げが

減少した中小企業等に対する負担を軽減することから総額では１億１，７００万円の減
●軽自動車税は、種別割において新税率適用車両の増加による増となるものの、環境性能割の税率軽減期間が延長されたことから

総額では２４０万円の減
●市たばこ税は、課税本数は減少するものの、税率が引き上げられることから総額では８，０００万円の増

【資料１】市税の状況

【市税の当初予算比較】 （単位：千円・％）

年度
項目

R3
当初予算

R2
当初予算

予算額比較

増減額 増減率

市民税 14,797,000 16,052,000 △1,255,000 △7.8

個人 13,120,000 13,969,000 △849,000 △6.1

法人 1,677,000 2,083,000 △406,000 △19.5

固定資産税 18,357,000 18,474,000 △117,000 △0.6

土地 5,857,000 5,873,000 △16,000 △0.3

家屋 6,700,000 6,815,000 △115,000 △1.7

償却 5,388,000 5,452,000 △64,000 △1.2

新型コロナウイルス
感染症等に係る軽減

△50,000 － △50,000 皆増

滞納繰越・
国有資産等交付金

462,000 334,000 128,000 38.3

軽自動車税 607,100 609,500 △2,400 △0.4

市たばこ税 1,569,000 1,489,000 80,000 5.4

入湯税 500 － 500 皆増

都市計画税 2,760,000 2,774,000 △14,000 △0.5

市税 計 38,090,600 39,398,500 △1,307,900 △3.3

-22-



【資料２】市債発行と公債費の状況

●市債発行額は、１１０億２，９１０万円で、前年度当初予算と比べて１３億９，９１０万円の減
●衛生債については、広域ごみ処理施設整備に係る市債が１１億２４０万円の減
●土木債については、日岡山公園の駐車場整備に係る市債が３億７，４３０万円の皆減
●教育債については、学校給食施設整備に係る市債が９億５，６７０万円の減
●臨時財政対策債については、１１億円の増

【市債発行額と公債費（元利償還金）の状況】 （単位：千円、％）

年度
項目

R3
当初予算

R2
当初予算

予算額比較（R3－R2）

増減額 増減率

一
般
会
計

市債発行額 11,029,100 12,428,200 △1,399,100 △11.3

普通債 6,574,900 9,339,700 △2,764,800 △29.6

総務 1,153,300 1,023,100 130,200 12.7

民生 － 171,600 △171,600 皆減

衛生 2,715,700 3,820,100 △1,104,400 △28.9

農林水産 30,000 37,900 △7,900 △20.8

土木 1,276,800 1,657,600 △380,800 △23.0

教育 1,320,200 2,100,000 △779,800 △37.1

その他 78,900 529,400 △450,500 △85.1

災害復旧債 － － － －

臨時財政対策債 4,100,000 3,000,000 1,100,000 36.7

その他（消防債、県貸付金等） 354,200 88,500 265,700 300.2

公債費（元利償還金） 8,068,266 7,865,883 202,383 2.6

内 臨時財政対策債 3,220,662 3,074,706 145,956 4.7

※参考：特別会計、企業会計の市債発行状況

特別会計
夜間休日応急診療事業 491,300 323,900 167,400 51.7

病院事業債管理事業 2,855,100 1,100,000 1,755,100 159.6

企業会計
水道事業 1,412,200 1,409,200 3,000 0.2

下水道事業 3,270,400 3,088,300 182,100 5.9
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【資料３】市債残高の状況

●令和３年度末における一般会計の市債残高は、８４３億１，４００万円（令和２年度末から３６億６，９６２万円の増加）
⇒広域ごみ処理施設整備に係る市債等の影響により、衛生債の市債残高が増加していることから、全体で増加

●全会計における市民１人当たりの市債残高は、令和３年度末で６２０，５３５円（令和２年度末：６０２，３６６円）
※全会計（一般、特別、企業）合計額 １，６３２億８，３８５万円、住民基本台帳人口（毎年１月１日現在）を使用

【市債残高の状況】 （単位：千円、％）

年度
項目

R3
当初予算

R2
当初予算

R1
決算

予算額比較（R3－R2）

増減額 増減率

一
般
会
計

84,313,616 80,643,998 73,994,734 3,669,618 4.6

普通債 43,156,256 40,419,176 33,459,532 2,737,080 6.8

総務 4,174,388 3,424,701 2,691,623 749,687 21.9

民生 2,228,959 2,562,573 2,663,961 △333,614 △13.0

衛生 8,962,271 6,662,066 3,400,788 2,300,205 34.5

農林水産 219,883 245,576 261,716 △25,693 △10.5

土木 15,004,436 15,089,527 14,918,783 △85,091 △0.6

教育 11,590,967 11,427,535 8,964,056 163,432 1.4

その他 975,352 1,007,198 558,605 △31,846 △3.2

災害復旧債 6,600 6,049 12,680 551 9.1

臨時財政対策債 39,397,881 38,343,946 38,264,225 1,053,935 2.7

その他（消防債、県貸付金等） 1,752,879 1,874,827 2,258,297 △121,948 △6.5

※参考：特別会計、企業会計の市債残高状況

特
別
会
計

夜間休日応急診療事業 790,100 347,900 20,700 442,200 127.1

病院事業債管理事業 17,519,167 16,508,270 17,382,169 1,010,897 6.1

その他 174,812 190,863 215,714 △16,051 △8.4

企
業
会
計

水道事業 13,335,426 12,853,050 12,098,478 482,376 3.8

下水道事業 47,150,730 48,699,841 49,120,698 △1,549,111 △3.2
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【資料４】基金の状況

（当初予算の繰入金の状況）
●財政調整基金は前年度より４億円増の２８億円を取り崩し
●市債管理基金は前年度より２億７，３２４万円増の３億２４万円を取り崩し
●福祉コミュニティ基金は前年度より９，５５２万６千円増の６億円を取り崩し
●公共施設等整備基金は前年度より１３億３，４９０万円増の１９億３，４９０万円を取り崩し

【繰入金の当初予算比較】 （単位：千円・％）

年度
基金名

R3
当初予算

R2
当初予算

R1
当初予算

予算額比較（R3－R2）

増減額 増減率

財 政 調 整 基 金 2,800,000 2,400,000 2,000,000 400,000 16.7

市 債 管 理 基 金 300,240 27,000 - 273,240 1,012.0

福 祉 コ ミ ュ ニ テ ィ 基 金 600,000 504,474 156,700 95,526 18.9

公 共 施 設 等 整 備 基 金 1,934,900 600,000 600,000 1,334,900 222.5

合 計 5,635,140 3,531,474 2,756,700 2,103,666 59.6

※参考：基金残高の推移

年度
基金名

R1
決算額

H30
決算額

H29
決算額

残高比較（R1－H30）

増減額 増減率

財 政 調 整 基 金 6,751,448 6,659,403 6,394,408 92,045 1.4

市 債 管 理 基 金 3,350,212 3,246,088 3,326,216 104,124 3.2

福 祉 コ ミ ュ ニ テ ィ 基 金 4,104,296 3,287,752 3,434,771 816,544 24.8

公 共 施 設 等 整 備 基 金 6,789,060 6,984,976 7,279,826 △195,916 △2.8

森 林 環 境 事 業 基 金 3,824 - - 3,824 皆増

合 計 20,998,840 20,178,219 20,435,221 820,621 4.1

※参考：特別会計の基金残高の推移

年度
基金名

R1
決算額

H30
決算額

H29
決算額

残高比較（R1－H30）

増減額 増減率

国民健康保険事業基金 1,666,013 1,839,827 1,266,998 △173,814 △9.4

介護保険給付費準備基金 1,958,605 1,602,605 1,305,775 356,000 22.2

日 光 山 墓 園 管 理 基 金 692,293 686,311 675,942 5,982 0.9

合 計 4,316,911 4,128,743 3,248,715 188,168 4.6
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【資料５】消費税増収分の活用

●消費税率引き上げに伴う増収分は、全て社会保障施策に充当

●歳入で、地方消費税交付金（社会保障財源化分）として、２９億５，５００万円を計上

（単位：千円）

内 容 充当額

社会保障の充実 1,388,900

子ども・子育て支援新制度の実施
（量的拡充、質の改善、幼児教育・保育の無償化）

1,046,500

地域包括ケアシステムの構築
（介護従事者の確保、介護職員の処遇改善、地域支援事業の充実）

103,000

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 72,900

国民健康保険への財政支援の拡充 107,800

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 58,700

社会保障の安定化 1,566,100

国民健康保険事業繰出金 109,100

後期高齢者医療事業負担金・繰出金 520,300

介護保険事業繰出金 431,100

障害者福祉、生活保護に要する経費 505,600

合 計 2,955,000

※地方税法第72条の116の規定により、引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費について明らかにしたものです。

※本資料は、国の資料などをもとに当初予算編成段階で作成したものであり、今後、充当事業・額が変動する可能性があります。
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【資料６】都市計画税の活用

●都市計画税は、都市計画法による都市計画区域のうち、市街化区域に所在する土地及び家屋に課税される税金で、
都市計画法に基づいて行う都市計画事業（街路、公園、下水道整備等）、土地区画整理事業に要する費用に充当します。

（単位：千円）

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

建 設 事 業 費 1,733,925 716,462 915,500 0 101,963 101,963

地 方 債 償 還 金 808,699 0 0 0 808,699 623,155

計 2,542,624 716,462 915,500 0 910,662 725,118

建 設 事 業 費 0 0 0 0 0 0

地 方 債 償 還 金 32,647 0 0 0 32,647 25,157

計 32,647 0 0 0 32,647 25,157

建 設 事 業 費 27,894 0 0 0 27,894 27,894

地 方 債 償 還 金 532,422 0 0 0 532,422 410,265

計 560,316 0 0 0 560,316 438,159

建 設 事 業 費 0 0 0 0 0 0

地 方 債 償 還 金 2,039,500 0 0 0 2,039,500 1,571,566

計 2,039,500 0 0 0 2,039,500 1,571,566

建 設 事 業 費 1,761,819 716,462 915,500 0 129,857 129,857

地 方 債 償 還 金 3,413,268 0 0 0 3,413,268 2,630,143

計 5,175,087 716,462 915,500 0 3,543,125 2,760,000

下水道

合計

区 分
令 和 ３ 年 度
都 市 計 画 事 業
に 係 る 予 算 額

財 源 内 訳

一般財源に対する
都市計画税充当額

特 定 財 源
一 般 財 源

道路

公園

区画整理等
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【資料７】入湯税の活用

●入湯税は、観光の振興に要する費用や、環境衛生施設や消防施設等の整備に要する費用に充てるための目的税です。
令和３年度は、観光の振興に要する費用に充当します。

（単位：千円）

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

69,958 850 0 1,292 67,816 500観光の振興

特 定 財 源
一 般 財 源

区 分
令 和 ３ 年 度
歳 出 予 算 額

財 源 内 訳

一般財源に対する
入 湯 税 充 当 額
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